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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第135期

第３四半期連結
累計期間

第135期
第３四半期連結
会計期間

第134期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年

12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年

12月31日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（千円） 3,485,758 1,568,325 26,070,743

経常損失（△）又は経常利益

（千円）
△3,408,602 △682,713 1,089,630

四半期純損失（△）又は当期純利

益（千円）
△3,782,976 △595,234 812,432

純資産額（千円） － 6,668,212 10,514,587

総資産額（千円） － 27,753,654 42,742,712

１株当たり純資産額（円） － 111.62 176.44

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額（円）

△63.60 △10.01 13.66

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － 13.61

自己資本比率（％） － 23.9 24.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,681,679 － △11,932,930

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△255,755 － △668,622

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,393,913 － 14,798,872

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ 622,152 4,012,587

従業員数（人） － 76 82

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　　　　３．第135期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半

期純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

(1）当第３四半期連結会計期間において、次の会社が新たに提出会社の連結子会社となりました。

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有
割合又は被所
有割合（％）

関係内容

(連結子会社) 　  　  　

　㈱フィーノホテルズ 東京都千代田区 10 　不動産関連事業 100 運転資金の貸付　

　（注）　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

(2）当第３四半期連結会計期間において、連結子会社であった株式会社北海道上毛は、重要性が乏しいため連結の範囲

から除外いたしました。なお、同社は平成20年10月31日を以て休眠化いたしました。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 76 (27)

　（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、当第３四半期連結会

計期間の平均人員を（　） 外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

　 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 35 (1)

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社から

の派遣社員を含む。）は、当第３四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　　当社グループは、生産業務を行っていないため、生産実績の記載は省略しております。

　

(2）受注状況

　　当社グループは、受注生産を行っていないため、受注実績の記載は省略しております。

　

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

金額（千円） 前年同期比（％）

不動産関連事業 1,547,695 －

生活関連事業 20,631 －

合計 1,568,325 －

（注） １．当四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同期比は記載しておりません。

２．当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。

相手先

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

金額（千円） 割合（％）

有限会社アヴェニール 303,321 19.3

有限会社早田不動産 169,537 10.8

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

（1）業績の状況

（当四半期連結会計期間の経営成績）

当第３四半期連結会計期間の売上高は1,568百万円となりました。未曾有の全世界的経済危機がもたらした資金

調達環境の悪化と投資意欲の減退が、不動産市場にかつてない停滞をもたらし、当社の売上計画に予想以上の遅延

が生じました。

　営業損失は1,339百万円となりました。棚卸資産の評価に関する会計基準の適用による時価評価損501百万円を、原

価として計上したことにより大幅な損失となりました。役員報酬ならびに管理職報酬の減額、不採算子会社の整

理、人員の削減など、販売費ならびに一般管理費の圧縮に努めましたが、売上計画の遅れによる利益の不足を補う

には至らず、評価損を考慮しなかったとしても838百万円の損失でございます。

　経常損失は683百万円となりました。評価損を考慮しなかったとしても182百万円の損失でございます。主な営業

外収益は、未着工の開発プロジェクトの買主都合による購入契約のキャンセルに係る違約金収入809百万円です。

主な営業外費用は、支払利息104百万円、開発プロジェクトの中止に係る違約金損失60百万円などです。

  当第３四半期純損失は595百万円となりました。評価損を考慮しなかったとしても94百万円の損失でございま

す。特別利益は、事業譲渡益による133百万円です。特別損失は、投資有価証券評価損45百万円、関係会社の休眠によ

る関係会社株式評価損10百万円などです。

（セグメント別成績）

セグメント別成績につきましては、売上高は、不動産関連事業が1,548百万円、生活関連事業が21百万円となりま

した。本社管理経費配賦後の営業損失は不動産関連事業が1,333百万円、生活関連事業が6百万円でございます。

　主たる事業である不動産関連事業の営業成績の内訳は次のとおりでございます。

　販売事業が、売上高1,020百万円、売上総損失680百万円となりました。賃貸事業が、売上高293百万円、売上総利益

153百万円となりました。その他ホテルマネジメント事業等が、売上高234百万円、売上総利益211百万円となりまし

た。これらの他に、販売用不動産関連の評価損が、501百万円となりました。なお、販売事業が損失となりました理由

は、厳しい事業環境が続くことが予想されることから、手元資金流動性の向上と有利子負債の圧縮を目的とする原

価割れ売却を行ったことでございます。

　地域別売上高割合は、九州・沖縄地方が49.0％、関東地方が22.9％、北海道地方が21.2％、その他が6.9％でございま

す。

（当四半期連結会計期間の業績に重要な影響をもたらしたと判断される要因）

サブプライムローン問題に端を発する未曾有の全世界的経済危機が、資金調達環境の悪化と投資意欲の減退を招

き、資金の担い手と大型物件の購入者不在の状態となった不動産流通市場は極端な停滞を来たしております。この

ような環境は当社グループ業績に、販売計画の遅れと、既築の販売用不動産の時価評価に影響を及ぼしました。

（2）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における当社グループの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、36百万円

増加し622百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における営業活動における資金は、1,120百万円のプラスとなりました。その主な要因

は、違約金収入の増加、たな卸資産の売却による資金の増加などによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における投資活動における資金は、25百万円のマイナスとなりました。その主な要因

は、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入59百万円、定期預金の預入と払戻の差額42百万円と、固

定資産の取得による支出35百万円などによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における財務活動における資金は、1,233百万円のマイナスとなりました。その主な要

因は、長期借入金による収入80百万円ならびに短期借入金による収入932百万円と、長期借入金の返済1,237百万円

ならびに短期借入金の返済1,007百万円との、差額1,232百万円によるものです。
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（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において新たに発生した対処すべき課題は、次のとおりであります。

　改善の糸口すらつかめない経済の危機的状態と不動産市場の停滞は、永らく続くものと予想されます。

　よって当社グループとしては、引き続き資金をプラスにする方策を打って行く必要がございます。このため、手元

資金流動性の向上と有利子負債の圧縮を目的とする原価割れ売却を引き続きせざるを得ず、一時的に損失は拡大

するものと予想されます。

  また、営業キャッシュ・フローが安定する事業領域の拡大を行う必要がございます。即ち、これまで当社グルー

プが志向してきた不動産の企画開発をメインとするフロービジネス型経営から、ホテルマネジメントを柱とする

ストックビジネス型経営への転換を速やかに図る必要がございます。このために、当社は世界最大のホテルグルー

プであるベストウェスタンブランドの、日本におけるマスターライセンスを取得いたしました。

（4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 237,000,000

計 237,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)

(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 59,496,186 59,496,186
東京証券取引所

市場第二部
１単元の株式数1,000株

計 59,496,186 59,496,186 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成21年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①平成17年６月29日定時株主総会決議によるもの

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。　

 
第３四半期会計期間末現在

(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 1,159

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数1,000株

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,159,000

新株予約権の行使時の払込金額(円)　(注) 228

新株予約権の行使期間
自　平成17年７月５日
至　平成27年６月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額(円)
発行価格　　　　 228
資本組入額　　　 114

新株予約権の行使の条件

(1)　新株予約権の割当を受けた当社の取締役、監査役及び従業員は、権
利行使時において当社の取締役、監査役及び従業員の地位にあるこ

とを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他当社取

締役会が認める正当な事由がある場合は、この限りではない。また、

「新株予約権付与契約書」に定める一定条件(解任、懲戒解雇など)
により、付与数もしくは期間などが制限され、または権利が失効す

ることがある。

(2)　権利行使期間満了前に新株予約権の割当を受けた者が死亡した場
合は、法定相続人１名に限り権利を承継することができる。ただし、

再承継は認めない。

(3)　その他の新株予約権の行使条件は、取締役会決議により決定する。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
－

　（注）　付与日以降、当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる

１円未満の端数は、これを切り上げといたします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　また、付与日以降、当社が時価を下回る価額で新株式の発行する場合(新株予約権の行使及び旧商法第280条ノ19

の規定に基づく新株引受権の権利行使の場合を除く。)または、自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行使

価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、これを切り上げといたします。

　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

②平成20年2月13日定時取締役会決議によるもの

会社法の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　
第３四半期会計期間末現在

(平成20年12月31日)

新株予約権の数（個） 987

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数1,000株

新株予約権の目的となる株式の数（株） 987,000

新株予約権の払込金額　 有償(4,930円/1個）　

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注） 156

新株予約権の行使期間
自　平成20年９月23日
至　平成23年９月22日
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第３四半期会計期間末現在

(平成20年12月31日)

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　160.93
資本組入額　　 81

新株予約権の行使の条件

（1）権利を与えられた者は、新株予約権行使期間内は、当社の従業員
の地位を保有していることを要する。ただし、定年退職又は取締役

会が認める正当な事由がある場合は、この限りではない。また、

「新株予約権割当契約書」に定める一定条件（解雇等）により、

割当数もしくは期間などが制限され、又は権利が失効することが

ある。 

（2）権利行使期間満了前に新株予約権の割当を受けた者が死亡した
場合、法定相続人１名に限り権利を承継することができる。ただ

し、再承継は認めない。

（3）その他の新株予約権の権利行使条件は、取締役会決議により決定
する。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項

―

　（注）　割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により権利行使価格を調整し、調整により生ずる

１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割（または併合）の比率

　また、権利行使価格を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）を

行う場合は、次の算式により権利行使価格を調整する。但し、調整により生ずる１円未満の端数は、切り上げる。

　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの発行価格

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　さらに、当社が合併、新設分割、吸収分割、株式交換または株式移転を行う場合等、権利行使価格の調整を必要と

するやむを得ない事由が生じたときは、当社は必要と認める権利行使価格の調整を行うことができるものとす

る。
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年10月１日～

平成20年12月31日
― 59,496 ― 5,487,759 ― 3,829,147

　

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

　 平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
   （自己保有株式）

普通株式　　　 11,000　
― 単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他）
普通株式   59,449,000　

　
59,433 同上

単元未満株式 普通株式　　　 36,186　 ―
一単元(1,000株)未満の

株式

発行済株式総数 59,496,186　 ― ―

総株主の議決権 ― 59,433 ―

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の普通株式15,000株が含まれております。

２．議決権の数には、証券保管振替機構名義の株式分（15個）及び実質的に所有していない自己株式分（１個）

は含まれておりません。

②【自己株式等】

　 平成20年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

価値開発株式会社

群馬県前橋市六供

町370番地
11,000 ― 11,000 0.02

計 ― 11,000 ― 11,000 0.02

　（注）１．上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数

１個）あります。なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含めて

おります。

２．当第２四半期末（平成20年９月30日）の自己株式は、11,225株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合

0.02％）となっております。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 157 180 159 143 124 76 47 40 28

最低(円) 117 149 130 106 68 36 25 19 19

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、誠栄監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 845,240 4,261,210

受取手形及び売掛金 89,814 89,955

有価証券 278 277

商品 16,375,587 17,459,042

原材料 121 －

仕掛品 139,274 2,474,223

販売用不動産信託受益権 ※2
 6,171,694

※2
 14,040,633

営業投資有価証券 1,186,096 1,175,127

その他 1,171,139 1,744,564

貸倒引当金 △35,362 △2,570

流動資産合計 25,943,882 41,242,461

固定資産

有形固定資産 ※1
 989,446

※1
 532,471

無形固定資産

のれん ※3
 339,743

※3
 498,475

その他 27,369 12,328

無形固定資産合計 367,113 510,804

投資その他の資産

投資有価証券 99,855 202,303

その他 375,182 287,513

貸倒引当金 △21,824 △32,914

投資その他の資産合計 453,213 456,902

固定資産合計 1,809,772 1,500,178

繰延資産 － 73

資産合計 27,753,654 42,742,712

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 80,715 1,846,976

短期借入金 1,088,600 12,671,500

1年内返済予定の長期借入金 3,216,788 4,296,234

未払法人税等 45,032 626,164

引当金 38,780 15,331

その他 1,230,655 1,943,446

流動負債合計 5,700,570 21,399,651

固定負債

長期借入金 14,417,990 10,122,033

引当金 111,280 120,291

その他 855,601 586,151

固定負債合計 15,384,872 10,828,474

負債合計 21,085,442 32,228,125
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,487,759 5,487,759

資本剰余金 3,829,147 3,829,147

利益剰余金 △2,771,737 1,084,064

自己株式 △2,870 △2,620

株主資本合計 6,542,299 10,398,351

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 6 593

土地再評価差額金 97,125 97,125

評価・換算差額等合計 97,131 97,717

新株予約権 4,930 4,930

少数株主持分 23,852 13,589

純資産合計 6,668,212 10,514,587

負債純資産合計 27,753,654 42,742,712
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 3,485,758

売上原価 5,975,382

売上総損失（△） △2,489,624

販売費及び一般管理費

給料 297,491

のれん償却額 103,738

貸倒引当金繰入額 1,099

役員賞与引当金繰入額 35,438

賞与引当金繰入額 3,342

退職給付引当金繰入額 1,876

その他 1,099,084

販売費及び一般管理費合計 1,542,068

営業損失（△） △4,031,692

営業外収益

受取利息 17,910

受取配当金 1,562

投資事業組合運用益 9,437

負ののれん償却額 2,772

違約金収入 1,208,600

その他 16,758

営業外収益合計 1,257,038

営業外費用

支払利息 304,758

違約金損失 249,690

その他 79,500

営業外費用合計 633,948

経常損失（△） △3,408,602

特別利益

固定資産売却益 692

事業譲渡益 133,333

その他 209

特別利益合計 134,235

特別損失

固定資産売却損 2,396

投資有価証券評価損 54,559

関係会社株式評価損 10,000

販売用不動産評価損 95,606

減損損失 7,898

その他 17,795

特別損失合計 188,253

税金等調整前四半期純損失（△） △3,462,620

法人税、住民税及び事業税 49,900

法人税等調整額 260,192

法人税等合計 310,092

少数株主利益 10,263

四半期純損失（△） △3,782,976
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 1,568,325

売上原価 2,371,322

売上総損失（△） △802,997

販売費及び一般管理費

給料 91,674

のれん償却額 30,167

貸倒引当金繰入額 908

役員賞与引当金繰入額 5,438

退職給付引当金繰入額 608

その他 407,149

販売費及び一般管理費合計 535,944

営業損失（△） △1,338,941

営業外収益

受取利息 4,934

受取配当金 290

負ののれん償却額 2,208

違約金収入 808,600

その他 39,960

営業外収益合計 855,991

営業外費用

支払利息 104,297

貸倒引当金繰入額 31,517

違約金損失 60,000

その他 3,948

営業外費用合計 199,763

経常損失（△） △682,713

特別利益

固定資産売却益 150

事業譲渡益 133,333

特別利益合計 133,484

特別損失

固定資産売却損 1,978

投資有価証券評価損 44,652

関係会社株式評価損 10,000

その他 2,411

特別損失合計 59,041

税金等調整前四半期純損失（△） △608,271

法人税、住民税及び事業税 △11,020

法人税等調整額 △4,476

法人税等合計 △15,496

少数株主利益 2,460

四半期純損失（△） △595,234

EDINET提出書類

株式会社上毛　（新会社名　価値開発株式会社）(E00521)

四半期報告書

17/28



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △3,462,620

減価償却費 40,305

減損損失 7,898

投資事業組合運用損益（△は益） △9,437

のれん償却額 103,738

負ののれん償却額 △2,772

賞与引当金の増減額（△は減少） △11,989

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 35,438

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △3,210

受取利息及び受取配当金 △19,462

支払利息 304,758

販売用不動産評価損 1,416,595

有形固定資産売却損益（△は益） 1,703

売上債権の増減額（△は増加） 62,406

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,007,858

販売用不動産信託受益権の増減額（△は増加） △264,923

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 1,204,323

営業貸付金の増減額（△は増加） △412,500

仕入債務の増減額（△は減少） △1,766,261

未払金の増減額（△は減少） △166,167

前受金の増減額（△は減少） △612,012

その他 691,235

小計 △855,098

利息及び配当金の受取額 19,462

利息の支払額 △307,131

法人税等の支払額 △538,912

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,681,679

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △72,007

定期預金の払戻による収入 36,003

有形固定資産の取得による支出 △273,032

有形固定資産の売却による収入 4,126

無形固定資産の取得による支出 △18,498

投資有価証券の取得による支出 △25,011

投資有価証券の売却による収入 64,162

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

58,614

貸付けによる支出 △34,500

その他 4,388

投資活動によるキャッシュ・フロー △255,755
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（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,662,000

短期借入金の返済による支出 △6,144,900

長期借入れによる収入 4,768,400

長期借入金の返済による支出 △1,551,888

配当金の支払額 △127,274

その他 △250

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,393,913

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,331,347

現金及び現金同等物の期首残高 4,012,587

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△59,089

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 622,152
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

（1）連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間より、朝里川温泉

開発株式会社を新たに設立いたしました。ま

た、すでに非連結子会社でありました、有限

責任中間法人ＴＳＭフィフティーフォー、合

同会社ＴＳＭフィフティーフォー及び合同

会社沖縄プロジェクトの３社は第１四半期

連結会計期間より重要性が増したと判断い

たしました。よってこれらを新たに連結の範

囲に含めております。

第２四半期連結会計期間において、有限責

任中間法人エイチピーティ・ワン、合同会社

エイチピーティ・ワン及び合同会社エイチ

ピーティ・エムを清算したため連結の範囲

から除外しております。合同会社ＪＭインベ

ストメントは、未着工の開発プロジェクトの

中止を決定し清算を前提に評価損を計上の

上、連結の範囲から除外いたしました。

当第３四半期連結会計期間より株式会社

フィーノホテルズの全株式を取得したこと

により連結の範囲に含めております。また、

株式会社北海道上毛は、重要性が乏しいため

連結の範囲から除外いたしました。

（2）変更後の連結子会社の数

　15社

２．会計処理基準に関する事

項の変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法の

変更　

（たな卸資産）

通常の販売目的で保有する棚卸資産につ

いては、従来、主として個別法による原価法

によっておりましたが、第１四半期連結会計

期間より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」 （企業会計基準第９号　平成18年７月

５日）が適用されたことに伴い、主として個

別法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）により算定しております。なお、棚卸資

産の簿価切下げに関して収益性の低下が明

らかなものについてのみ簿価切下げを行っ

ております。

　この結果、売上原価1,416,595千円及び適用

初年度の特例による特別損失95,606千円を計

上しております。

　これにより営業損失及び経常損失はそれぞ

れ1,416,595千円増加し、税金等調整前四半期

純損失は1,512,201千円増加しております。
 

EDINET提出書類

株式会社上毛　（新会社名　価値開発株式会社）(E00521)

四半期報告書

20/28



　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

　 （2）リース取引に関する会計基準の適用

「リース取引に関する会計基準」（企業

会計基準第13号（平成５年６月17日（企業

会計審議会第一部会、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第16

号（平成６年１月18日（日本公認会計士協

会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））が平成20年４月１日以後開始する連

結会計年度に係る四半期連結財務諸表から

適用することができることとなったことよ

り、株式会社フィーノホテルズの取得に伴い

当第３四半期連結会計期間からこれらの会

計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会

計処理によっております。また、所有権移転

外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産の減価償却の方法については、リース期

間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。
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【簡便な会計処理】

　

　当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　 固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

　当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、241,897千円で

　　あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、263,457千円で

　　あります。

※２　担保資産

　担保に供されている資産で、企業集団の事業の運営に

おいて重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日

に比べて著しい変動が認められるものは、次のとおり

であります。

 千円

 販売用不動産信託受益権 6,171,694

※２　担保資産

　

 

 

 千円

 販売用不動産信託受益権 14,040,633

※３　のれん及び負ののれん

　のれん及び負ののれんは、相殺表示しております。

　相殺前の金額は、次のとおりであります。

 千円

 のれん 400,103

 負ののれん 60,360

　差引 339,743

※３　のれん及び負ののれん

　のれん及び負ののれんは、相殺表示しております。

　相殺前の金額は、次のとおりであります。

 千円

 のれん 503,841

 負ののれん 5,366

　差引 498,475

　４　偶発債務　

　　（匿名組合出資に係る損害担保の可能性）

当社が匿名組合契約(ホテルマイステイズ舞浜・フ

レックステイ神田)により出資する匿名組合の営業者

たる有限会社シルバーファーン(以下「借入人」とい

う)が、金融機関(以下「貸付人」という)からノンリ

コース条件のローンによる資金調達2,942,692千円(平

成20年12月31日残高2,669,100千円)を行うことに関連

し、当社は貸付人であるニュー・センチュリー・ファ

イナンス株式会社との間に匿名組合出資のスポンサー

として損害担保契約を締結し、借入人、ホテルオペレー

ター、アセットマネージャー及びスポンサー並びにそ

れらの社員、役員・従業員等の詐欺行為や故意・重過

失による不法行為があった場合など、一定の事由によ

り貸付人に損害等が発生した場合に、ノンリコース条

件の例外として、当社は、借入人が責任財産又はそれを

換価して得た対価により当該損害等を補償できなかっ

た部分について貸付人に対し補填する補償責任を負っ

ております。

　４　偶発債務

　　（匿名組合出資に係る損害担保の可能性）

当社が匿名組合契約(ホテルマイステイズ舞浜・フ

レックステイ神田)により出資する匿名組合の営業者

たる有限会社シルバーファーン(以下「借入人」とい

う)が、金融機関(以下「貸付人」という)からノンリ

コース条件のローンによる資金調達2,942,692千円(平

成20年３月31日残高2,697,500千円)を行うことに関連

し、当社は貸付人であるニュー・センチュリー・ファ

イナンス株式会社との間に匿名組合出資のスポンサー

として損害担保契約を締結し、借入人、ホテルオペレー

ター、アセットマネージャー及びスポンサー並びにそ

れらの社員、役員・従業員等の詐欺行為や故意・重過

失による不法行為があった場合など、一定の事由によ

り貸付人に損害等が発生した場合に、ノンリコース条

件の例外として、当社は、借入人が責任財産又はそれを

換価して得た対価により当該損害等を補償できなかっ

た部分について貸付人に対し補填する補償責任を負っ

ております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

　※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

　 （千円）

　現金及び預金勘定 845,240

　信託預金 △130,085

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金
△93,004

　現金及び現金同等物 622,152
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　59,496,186株

　

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　　12,353株

　

３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　　　親会社　4,930千円

　

４．配当に関する事項

　(1)配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 118,973 2.00 平成20年３月31日 平成20年６月30日  利益剰余金

　(2)基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

不動産関連事業の売上高及び営業損失の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業損失の金額の合計額

に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。
　
【所在地別セグメント情報】

　当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　
【海外売上高】

　当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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（有価証券関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せんので、該当事項はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）

　当社グループが利用しておりますデリバティブ取引は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありませ

んので、該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

１．ストック・オプションに係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　該当事項はありません。

　

２．当第３四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　          該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 111.62円 １株当たり純資産額 176.44円

２．１株当たり四半期純損失金額

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 △63.60円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期

純損失であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 △10.01円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期

純損失であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

四半期純損失（千円） △3,782,976 △595,234

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失（千円） △3,782,976 △595,234

期中平均株式数（千株） 59,485 59,485

　希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

― ―
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（重要な後発事象）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

　当社の日本におけるベストウェスタンマスターライセン

ス取得に伴い当該フランチャイズ加盟店候補の選定、既存

のフランチャイズ店の管理、指導を円滑に行う目的の為、株

式会社ベストウェスタンホテルズジャパンを設立しまし

た。

〈子会社の概要〉

（1）商号　　　株式会社ベストウェスタンホテルズ

               ジャパン

資本金　　40百万円

主な事業内容

宿泊施設の経営、運営、管理及びフランチャイズ加盟

店候補の募集、選考、指導、監督　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　

（2）代表者　 阿部　裕二

 (3) 本店所在地　東京都千代田区有楽町　

（4）会社設立年月日　平成21年１月21日

（リース取引関係）

　該当事項はありません。

　

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月10日

価値開発株式会社

取締役会　御中

誠栄監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 田　村　和　己　　印

 業務執行社員  公認会計士 山　口　吉　一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、 「経理の状況」に掲げられている価値開発株式会社

の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手

続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、価値開発株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　追記情報

　　重要な後発事象に株式会社ベストウェスタンホテルズジャパンの設立についての記載がなされている。

　　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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